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総プロ課題名

準天頂衛星による高精度測位補正に関する技術開発

建築設備等の安全性能確保のための
制御システム等の設計・維持保全技術の開発

多世代利用型超長期住宅及び
宅地の形成・管理技術の開発

社会資本のライフサイクルをとおした
環境評価技術の開発

低炭素・水素エネルギー活用社会に向けた
都市システム技術の開発

仰角70°～80°付近（準天頂）を通過する軌道を有する測位・通信
衛星による、移動体の測位補正技術、精密測量への応用技術、
GPS補強システムの研究開発を行う。

高度な画像処理による減災を目指した国土の
監視技術の開発
デジタル画像の高度な処理や地図データの融合技術を用いた精
緻なシミュレーションや危険箇所の抽出、災害発生時における被
害箇所の効率的かつ迅速な把握を行う技術開発を行う。

建築物等の利用者等の安全確保のため、建築設備等の制御シ
ステムや安全装置の設計、維持保全の技術に関し、総合的、体
系的な検討を行い、安全性能が第三者等により客観的にチェック
できる技術開発を行う。

高度な耐震性、耐久性、可変性及び更新性と優れた維持管理性
能と体制を備える、「多世代利用型超長期住宅」の確立のための
技術開発を行う。

地球温暖化、廃棄物資源など多様な環境基準要素に対応した
社会資本のライフサイクルを通した環境評価技術の開発を行う。

化石燃料に依存しないエネルギー媒体である水素を用いた都市
エネルギーシステムの実現に向け、水素配管を安全に、かつ二酸
化炭素排出量の最小化を実現するための建設技術開発を行う。

【総合技術開発プロジェクトの概要】
総合技術開発プロジェクトは、建設
技術に関する重要な研究課題のうち、
特に緊急性が高く、対象分野の広い課
題を取り上げ、行政部局が計画推進の
主体となり、産学官の連携により、総
合的、組織的に研究を実施する制度で
ある。成果は制度、技術基準や新技術、
新工法の確立等に反映されており、
1972年度（昭和 47年度）の創設以

来、2008年度（平成 19年度）までに
「シックハウス対策技術の開発」、「ロボッ
ト等による IT施工システムの開発」等
の 56課題が終了している。

●過去の代表的な事例
「シックハウス対策技術の開発」
（平成13〜15年度）
室内空気中の化学物質による健康
被害（シックハウス問題）を防止するた

めに開発された測定技術、対策（建材・
換気）評価技術、設計施工技術等の
資料が、「建築基準法の改正」及び
「住宅品確法」住宅性能評価制度の
整備に活用。
「ロボット等による IT 施工システム
の開発」（平成15〜19年度）

3次元情報を用いた施工管理技術
及び施工機械の IT施工技術の開発
成果は、全国の施工現場で導入。
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矢来地震調査官
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減災対策としての高度な市街地火災
シミュレーション技術の開発
阪神・淡路大震災等の教訓から、
地震災害における2次災害の大きな要
素である延焼拡大を抑制することが大
きな課題となっている。
そのため、DSMや地上計測車等に

よって取得した建物の 3次元的な形状
や開口部のデータ等を活用し、2階部
分のセットバックや建物の部分的な防火
改修の効果を評価可能な市街地火災
シミュレーションプログラム、及び、評価
結果を 3次元で分かりやすく提示する
技術を開発し、防災まちづくりのさらな

る進展に寄与する。

　本技術開発プロジェクトの内容や
成果の詳細は、下記ウェブサイトで
公開している。
　http://gensai.gsi.go.jp/
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建物倒壊や液状化等の危険度が高い人工改変地（＝盛り土、

切り土、埋立地）の抽出方法及び地盤脆弱性を半自動的に評価するシステムの開発
③市街地火災シミュレーション技術の開発→DSM（数値表層モデル）や地上計測車により作成す
　る3次元都市モデルを利用した精度の高い市街地火災シミュレーションプログラム等の開発

災害事前対策として危険な地盤箇所及び市街地火災等における被害想定の分析を行う
ことにより、事前対策による被害軽減が図られる

2時期の画像から変化
（被害）箇所の半自動抽出

地盤脆弱性の
半自動的評価
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エレベーターは、都市の高度利用が
進み、建築物等が高層化する中で、
人々の縦方向の移動に不可欠な施設
となっています。また、バリアフリー化の
推進のために、その設置が積極的に
進められているところです。こうした中、
昨年に発生した死亡事故や、その後、
多数報道されたエレベーターのトラブル
は、国民のエレベーターの安全性に対
する不安を著しく拡大させました。また、
エレベーターのみならず、エスカレーター
や自動ドアなど、建築物等において動
力により動く機構をもった設備等につい
ては、電子的な制御装置や、その制
御により作動する安全装置の設計及び
その機能を継続的に保持する適切な
維持保全等の重要性が明らかになって
いるところです。
建築物の安全確保においては、従
来、物理的な構造強度などにより担保
される安全性（構造強度、防火性能等）
が中心となっていました。しかし、エレ
ベーター等については、その作動の多
くを電子的なプログラムにより制御され、
一定の安全確保もこれらの制御下にあ
ることが一般化してきています。これら
の電子的なプログラムや安全装置の機
構等は、現在、メーカーごとに開発され、
その高度化、複雑化が進んでいます。
どのような思想でどのように設計されてい
るか、どのような技術により構築されて
いるかなど、安全確保のための技術等
の内容は当該メーカー以外には把握で
きなくなっているというブラックボックス化
が指摘されています。
本研究は、建築物等の利用者等の
安全確保のため、こうした建築設備等
の制御システムや安全装置の設計、維
持保全の技術に関し、総合的、体系
的な検討を行い、安全性能が第三者
等により客観的にチェックできるような技
術開発を行うこととしています。これによ
り、国民のエレベーター等に対する不
安を解消するなど、一層の安全、安心
な建築物及び都市環境等の形成に資

することを目的としています。

（検討手法）
1エレベーターの安全確保のため
の事例収集および安全技術目標
の確立

1）国内における過去の人身事故、不
具合の事例を収集し、事故等の状況、
原因の分析、特徴の把握を行います。
また、重大な事故については海外事
例も参照し、併せて外国における安
全確保に対する状況を調査します。

2）エレベーターにおける人身事故等
のリスク評価を行い、それらに対応
した安全性能の分類・水準設定
を行います。また、安全性と利便
性・快適性が背反する関係について、
把握・整理します。

3）2）で整理された個々の安全性能
について、現在実用化されている技
術の整理を行い、ブラックボックスの
解消や標準化に向けた基礎的検討
を行います。

4）1）～ 3）までの整理を踏まえ、各事
故類型・優先度等に応じた安全確保
の設計思想を明らかにした上で、目指
すべき安全技術目標を関係機関・有
識者等を交えて検討・設定します。

2 エレベーターの安全性能を達成
するための設計技術仕様及び安
全性能評価法の開発

1）民間が開発する技術が、1で確立
した安全技術目標に達するよう設計
技術仕様の開発を進めます。これに
より、ブラックボックス化の排除やメー
カーごとに異なる安全装置の水準確
保を図ります。

2）個々のエレベーターの制御装置・
安全装置が安全技術目標に達する
安全性能を有しているか否かを、第
三者や開発者が客観的に評価する
手法の開発を進めます。

3）民間が開発した各種装置の新技術
が、2）で開発した安全性能評価法

により確実に評価されることを検証し
ます。特に、安全性能が第三者等
により評価されることも想定して、複
数の機関においても正確・簡便・共
通に評価される仕組みであることの
検証を行います。

4）開発した設計技術仕様及び安全
性能評価法に関する所要事項を建
築基準法、JIS、ISO等に規定化す
るための原案を作成します。

3 エレベーターの安全性能を保持
するための維持保全技術の開発

1）現行の検査基準について、水準・
項目の見直しを行います。

2）制御装置・安全装置の検査手法
の標準化を図ります。また、検査
の信頼性、効率性を上げるために
汎用性のある運行記録装置の設置・
標準化についても検討します。

3）2）では十分カバーできないエレベー
ターの機種や、機器・部品の寿命な
どの特性によって異なるリスクを踏ま
えた維持保全技術を開発します。

4）開発した技術がコスト、マンパワー
等の点において現実に実施可能で
あることを検証します。

5）開発した維持保全技術に関する所要
事項を建築基準法、JIS、ISO等に規
定するための原案を作成します。

4 エレベーター以外の建築設備等
に関する安全技術目標の確立、
設計技術仕様、安全性能評価法
の開発及び維持保全技術の開発
エレベーターにおける研究手法及び
その成果を利用することにより、エスカ
レーター（動く歩道を含む。）、小荷物
専用昇降機等の各種昇降機及び自動
ドア・シャッター、駐車設備等の動力に
より可動する設備並びに遊戯施設につ
いて、安全技術目標の確立とその達成・
保持にむけた設計技術仕様及び安全
性能評価法並びに維持保全技術の開
発のための検討を行います。

建築設備等の安全性能確保のための
制御システム等の設計・維持保全技術の開発
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担当●国土技術政策総合研究所   建築研究部
高見基準認証システム研究室長　029 − 864 − 4387
秦環境・設備基準研究室主任研究官　029 − 864 − 4382
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本研究では、超長期にわたって多世
代が利用可能な社会的資産となりうる
新しい住宅像を「多世代利用型超長
期住宅」（以下、多世代利用住宅とい
う。）と定義し、多世代利用住宅の目
標性能水準を明らかにするとともに、そ
の実現に向けて、新築時の設計・建設・
維持管理に係る技術開発をハード及び
ソフト両面から行います。また、既存住
宅については、改修による長寿命化を
促進するための技術開発をハード及び
ソフト両面から実施します。

多世代利用型超長期住宅の形成技
術の開発
1）�新築の多世代利用型超長期住宅
の目標性能水準
社会的資産となりうる多世代利用住
宅の実現に向けて、多世代利用住宅
（共同住宅及び戸建住宅）とそれを支
える宅地レベルでの目標性能水準、相
隣環境や立地に係る要求性能水準を
検討し提示します。
2）�目標性能水準を具体化する設計・
施工・管理基準
新築共同住宅について、目標性能
水準を具体化する設計基準及び管理
基準を開発します。また、地域の生産
組織を活かした戸建て木造住宅の長
寿命化のための設計基準・維持管理
基準を開発します。
3）�多世代利用型超長期住宅の供給
手法
多世代利用住宅（共同住宅）に適

した供給手法、建設後の長期にわたる
適正な維持管理の担保方策等のソフト
面での研究開発を行います。

既存住宅の長期利用に向けた改修・
改変技術の開発
1）�既存住宅の長期利用に向けた目
標性能水準
既存共同住宅及び戸建て木造住宅

を対象とし、建築時期別の構法・材料
の変遷、標準的な性能・仕様を調査

し技術資料を整備します。既存住宅の
保有性能に応じた長寿命化改修に向
けた目標性能水準を明らかにします。
2）�目標性能水準を具体化する改修
時の設計・施工・管理基準
既存住宅の改修時の目標性能水準

を具体化する改修後の仕様基準等の
ハード面での研究開発を行います。
3）�既存住宅の診断・評価の高度化
手法
既存共同住宅の改修の促進に向け

て、既存住宅の診断・評価技術につ
いて、診断・評価に係る労務量や精
度等の調査を行い、残存寿命等の評
価手法の開発を行います。
4）改修の費用便益評価手法
既存住宅の建築時期・構造形式等
の住宅類型別の標準的な保有性能及
び仕様を整理し、標準的な性能向上
改修の費用便益評価手法を開発しま
す。
5）�性能水準評価に基づく性能向上
技術
既存住宅の建築時期・構造形式等
の住宅類型別に、標準的な性能向上
技術パッケージを開発します。

多世代利用型超長期住宅の管理技
術の開発
1）�住宅の健全性評価のためのモニ
タリング技術
技術者による目視等に基づく点検、
診断・方法を代替又は補完する新たな
建物診断技術として構造ヘルスモニタリ
ング技術に着目し、実大建物の加振
データを用いて実用化に向けた技術の
有効性を検証します。
2）�住宅用ヘルスモニタリング技術
のプロトタイプシステム
住宅スケルトン（主にRC造のマンショ

ン）への技術適用の観点から、簡易
かつ一定の精度を有する住宅用モニタ
リングシステムの技術要件を明らかに
し、住宅用ヘルスモニタリング技術のプ
ロトタイプシステムを開発します。

3）�維持管理におけるヘルスモニタ
リング技術の活用手法
住宅の構造や規模、維持管理の目
標性能水準、管理・運営形態に対応
する実用的な技術活用手法を開発しま
す。
4）�劣化躯体・損傷部位の機能回復
技術
ヘルスモニタリング技術を利用した劣
化・損傷部位の特定方法、対象部位
に対する補修・改修技術等の対策技
術について、機能回復性能の評価手
法を開発します。

多世代利用型超長期住宅を支える
宅地等基盤の整備技術
1）�多世代利用型超長期住宅を支え
る宅地等基盤の目標性能水準
超長期住宅を支える宅地について、
持続的な安全性、超長期メンテナンス、
生活サービスの保持・更新、ユニバー
サルデザイン、地域個性といった観点
からの目標性能水準を検討・提示しま
す。
2）宅地の安全性評価・向上技術
多世代住宅を支える宅地としての安
全性確保のため、耐震安全性の向上
に資する技術開発を行う。とくに、環境
にやさしい耐震対策技術として、空気
注入による液状化抑制技術の開発を行
います。
3）�超長期利用のライフラインの設
計基準及び管理・更新技術
超長期住宅を支える基盤について、
超長期メンテナンスの観点に立って合
理化に資する技術開発を行います。特
に、幹線道路地下と建築物内をつなぐ
エアポケット領域に着目して、ライフライ
ン共同埋設収容設備の標準設計を検
討します。
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多世代利用型超長期住宅及び宅地の形成・管理技術の開発多世代利用型超長期住宅及び宅地の形成・管理技術の開発

新たな技術開発目標 超長期にわたる維持管理の仕組みが内在されている新しい住宅像の確立

超長期住宅の研究開発課題

耐久性の向上

耐震性の向上

保全性
の向上

可変性の付与

更新性の付与

【新築住宅】 【既存住宅】

超長期住宅の成立要件

１

「社会的資産」としての安全で良質な住宅ストックの形成・整備

住宅に対する費用負担の低減 循環型社会形成、環境負荷低減への寄与

１ 形成技術の開発
・多世代利用型超長期住宅の目標性能水準の開発
・目標性能水準を具体化する設計・施工・管理技術
の開発

・多世代利用型超長期住宅の供給手法の開発

ライフスタイルや生活ニーズ等の変化に
応じた高い空間の可変性、設備の更新性２

超長期にわたる高い維持管理水準３ ４
超長期にわたって安全に住宅が
支えられる高水準の宅地等基盤

自然災害リスクに対応できる高い
耐久性、耐震性等

超長期住宅とそれを支える宅地等基盤のイメージ

３

２

４ 宅地等基盤の整備技術の開発
・多世代型超長期住宅を支える宅地等基盤の目標
性能水準の設定

・宅地の安全性評価・向上技術の開発
・超長期利用のライフラインの設計基準及び管理・
更新技術の開発

雨水貯留
浸透施設

研究
成果

研究
成果

研究
効果

研究
効果

超長期住宅形成の技術基準 超長期住宅を支える宅地等基盤の安全性評価技術

超長期住宅の維持管理・機能回復技術 超長期住宅の普及・流通のための評価基準 等の確立

②空間の可変性・更新性
に対応した施工技術①高い耐久性と耐震性等を備えたスケルトン

③ヘルスモニタリングによる診断技術
（保有性能の定常的評価と修繕箇所の特定が容易）

躯体の健全性？

ヘルスモニタリング
④地盤改良された安全な宅地

④更新容易なライフラインの
キャブ化と引込の標準化

管理技術の開発
・住宅の健全性評価のためのモニタリング技術の調査
・ヘルスモニタリングシステムを活用した保有性能の
診断技術および維持管理技術の開発

・劣化躯体・損傷部位の機能回復技術の開発

改修・改変技術の開発
・目標性能水準を具体化する改修時の設計・施工・
管理技術の開発

・既存住宅の診断・評価の高度化手法の開発
・改修の費用便益評価手法の開発

保有性能※に応じた
改修・改変

※それぞれの住宅の建築
時期、構造等に応じた、
標準的な仕様や性能等

新築時の新しい供給手法 改修の普及促進方策 宅地の安全性向上

担当●国土技術政策総合研究所   住宅研究部　高橋住宅瑕疵研究官　029 − 864 − 3897
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社会資本のライフサイクルをとおした環境評価技術の開発

従来の環境問題は、水質汚濁、大
気汚染といった公害問題や自然保護
が中心でした。現状の環境影響評価
制度も公害防止、自然保護を主たる
対象にして行われています。近年の
環境問題においては、健康や生態系
に直接影響を与えはしないが将来に
影響を及ぼす二酸化炭素（CO2）を
はじめとする温室効果ガスの削減や、
廃棄物の総量の削減などが重要性を
増してきています。
こうした、環境意識の変化により、
これまでの環境影響評価制度の中で
主に評価されてきた公害・健康への
影響や自然環境への影響に加えて、
温室効果ガス削減、廃棄物削減など
の取り組みが行われています。製品製
作段階での CO2排出量を削減させる
技術などの個別技術の開発は近年め
ざましいものがあります。
温室効果ガスや廃棄物は総排出量
が問題となりますが、社会資本のライ
フサイクル全体の中で新しい環境に
配慮した個別技術を考慮し、環境負
荷を定量的に把握するための技術手
法は十分に開発されていない状況に
あります。
本研究では LCA手法により環境負
荷の把握を行った上で、最適な環境
評価手法を開発することを目的として
います。

①ライフサイクルをとおした環境評
価
社会資本では構想段階、環境影響
評価段階、設計段階、施工段階、維
持管理段階、それぞれの事業段階に
おいて配慮すべき環境要素は異なっ
ており、各段階において最適な技術
の選択を行う必要があります。このた
め、各段階において関係する環境負
荷や指標といった関係を整理し、段
階毎に環境評価手法を開発する必要

があります。しかしながら、ライフサ
イクルをとおした環境影響評価には、
これらの段階での評価手法は社会資
本分野においては実用可能な段階に
は至っていないため、評価手法を確
立するための技術開発が必要です。
社会資本では採取から維持管理な

ど段階毎に計画案を策定します。評
価手法が出来上がれば、計画案ごと
に温室効果ガス排出量や廃棄物を定
量的に算出することで環境負荷の少
ない計画を選定することができます。

②社会資本のインベントリ・データ
ベースの構築
ライフサイクルをとおした環境評価を
行うためには、基礎データとして材料の
環境負荷を把握する必要があります。
この基礎データとして、インベントリ・デー
タベースがあります。インベントリ・デー
タベースは、例えばセメント1kg使用し
た際にCO2がどれほど発生しているの
かなど、材料と環境影響との関係をとり
まとめたものです。現在、社会資本に
用いられるセメントをはじめとする材料に
ついては、経済産業省が日本全体の
生産量からとりまとめた産業連関表によ
るインベントリ・データベースがあります。
しかし、産業連関表ではセメントであれ
ばセメント1種類のデータしかなく、環
境を考慮し開発されたエコセメントなど
を評価することができないなどの限界が
あります。また、産業連関表は日本の
経済活動全体から作られるものである
ため、個別データの更新ができません。
新しい技術を用いた材料などを反
映することができるインベントリ・デー
タベースを開発することが必要です。
本研究では、積み上げ法から求めた
詳細データを基本として、産業連関表
を用いた推計値等で補う手法を用い
て、社会資本に使用する個別品目毎
の環境負荷インベントリ・データベース

の開発を行います。また、容易にインベ
ントリ・データの算出できる手法とするこ
とで、エコセメントなど環境に配慮した
新材料の環境負荷をデータベースに随
時更新でき、新材料の環境負荷を反映
した評価を行うことができます。

③各分野の環境負荷削減に向けた
検討
ライフサイクルをとおした環境評価
手法に関する総合的な検討の結果を
ふまえ、道路、河川、港湾等各分野
での環境負荷削減に向けて技術基準
類の改正等を念頭に置いて検討を行
います。

④ライフサイクルアセスメントの活
用方策の検討
ライフサイクルアセスメントの社会資本
整備への適用性の検証や今後の活用
方策について検討を行います。ライフサ
イクルをとおした環境評価手法を用いた
グリーン調達など具体的な環境負荷削
減策への活用方策を検討します。

⑤社会資本整備のライフサイクルを
通した環境評価ガイドラインの作成
実際に社会資本分野で用いるため

に①～④の検討結果をわかりやすく
解説したガイドラインを作成します。
ガイドラインは、社会資本の各段階に
おいて、地球温暖化、廃棄物等の環
境評価を実施する際の評価指標・基
準になります。
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担当●国土技術政策総合研究所　環境研究部道路環境研究室　曽根室長　029 − 864 − 2274
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業務及び家庭部門からの二酸化炭素
（CO2）排出量は我が国全体の 31.5%
（2005年度）を占めるとともに、その増
加率は他部門に比べても著しく、1990
年度比で40.5%に達します。また、中国・
インド等の発展途上国の成長に伴い、
化石燃料の需給を圧迫し、価格が高
騰するなど不安定な状況が発生してお
り、エネルギーについて化石燃料への
過度の依存から脱却することは喫緊の
課題となっています。
一方、化石燃料に代わるエネルギー
媒体として有望視されている水素及び
燃料電池技術を活用した都市エネル
ギーシステムの確立が、温暖化対策と
しても、同分野で国際競争力を確保す
るためにも、国家的な課題として位置
づけられています。しかし、化石燃料
への依存から脱却した社会を構築する
ためには、川下の個々の建築物におけ
るエネルギー需要（負荷）の削減から
川上のエネルギー供給における効率向
上までを結びつける都市エネルギーシス
テムの構想とそれを支える技術開発が
不可欠です。都市全体として、経済性
を考慮しつつ、CO2排出量、化石燃
料への依存度を低下させる方策が必要
となります。
本研究では、①都市で水素を安全

に利用するための配管敷設等の技術
体系を整備し、②建築側のエネルギー
需要を削減するための負荷削減、高
効率機器の活用法を検討し、③都市
エネルギーシステム評価プログラムによ
るCO2排出量、化石燃料依存度、経
済性の解析を行うことで、化石燃料に
依存しないエネルギー媒体である水素
を用いた都市エネルギーシステムの実
現に向けて検討を進めていきます。

1　地域内や建物内における水素配
管敷設等建設技術に関する開発
燃料電池等の水素利用の要素技術

について現在開発が進められています
が、水素を地域スケールおよび建物内
で活用していくには、まだ検討すべき課
題が多く残されています。現行の都市
ガスと同等の取り扱いを行うためには、
特に安全を確保するための技術体系
が必要となります。
本研究では、以下の検討を行います。

1）都市域内および建物内部におい
て使用可能な、低コストで安全性
の高い水素配管技術について調
査、実験を行い、水素配管技術
に関する指針を策定します。

2）安全性を確保するための漏洩対
策技術（検知、防爆、耐震等）
について調査、実験を行い、安
全対策技術に関する指針を策定し
ます。

3）他に、都市域内における水素の
貯蔵設備、運搬に関する検討を
行い、都市エネルギーシステムとし
て水素を安全に活用できる技術体
系の整備を図ります。

2　都市エネルギーセンターを中心
とする業務建築用水素活用トータ
ルエネルギーシステム技術の開発
化石燃料への依存から脱却した社
会を構築するためには、建築物におい
て一層のエネルギー需要（負荷）の
削減を図る必要があります。水素及び
燃料電池を活用するためには、建築物
で使用されるエネルギー需要について
精度良く予測する手法の確立が必要で
す。また、業務用建物のエネルギー消
費の多くを占める空調・搬送用エネル
ギーに関する効率向上も課題となりま
す。
本研究では、以下の検討を行います。

1）需要側のエネルギー使用効率向
上技術として、中央式空調システ
ム、分散式空調システムの性能評
価実験から空調用熱源の実稼働

時の特性を考慮した省エネ設計
手法の検討を行います。

2）建築物の種類別のエネルギー需
要・室内負荷の予測手法を確立
するために、冷熱・温熱・電力（照
明・OA・その他）の使用状況の
整理を行います。

3）他に、燃料電池の特性を生かし、
より高効率な使用を可能とするため
に、燃料電池の排熱を有効に利
用するための冷熱製造技術、需
要家内直流電源供給システム等
の検討を行います。

3　水素エネルギーシステムに係る
化石燃料依存度の評価手法の開発
水素及び燃料電池技術を活用した
都市エネルギーシステムを確立するため
には、CO2排出量、化石燃料依存度
を低下させるために導入される各種技
術を、経済性を考慮しつつ都市全体と
して評価する手法が必要となります。
本研究では、以下の検討を行います。

1）街区・都市スケールを対象として、
水素及び燃料電池、ならびにその
他低炭素化技術の導入による効
果を検証するための都市 CO2 計
量ツール、地域レベルの需要予測
モデルの開発を行います。

2）都市情報を上記のシミュレーショ
ンモデルに導入し、都市エネルギー
システムの最適設計手法に関する
検討を行います。

3）他に、低炭素・水素活用社会
の実現に向けて必要となる研究情
報の集約を図ります。

低炭素・水素エネルギー活用社会に向けた
都市システム技術の開発
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期間：平成21～24年度
技術開発の必要性

O
IL

O
IL

O
IL

水素配管網

都市ガス配管網電力送電線網

エネルギー
センター

昼間電力用化石燃料
依存からの脱却

化石燃料依存
からの脱却

太陽光発電、燃料
電池による逆潮流

建物単体毎の負荷削減＋高
効率設備機器の活用（住宅）

【夜大きく昼間小さい消費量】

建物単体毎の負荷削減＋高効
率設備機器の活用（業務ビル）
【夜小さく昼間大きな消費量】

ホ
テ
ル
病
院

低炭素・水素エネルギー活用社会に
向けた都市システム技術の開発 

○地球温暖化対策については、現在、京都議定書の第 1約束期間中であり、平成
25 年からは第 2 約束期間が始まる見込みである。第 2 約束期間における日本
の削減目標は未定であるが、第 1約束期間における目標達成が困難な状況にあ
ること等から、さらに厳しい削減目標を課せられる見込みであり、対策の一層
の推進が急務である。
○特に、家庭部門からの CO2 排出量は国全体の 31.5%（2005 年度）、その増加
率は他部門に比べ著しく 1990 年度比 40.5% 増に達する。よって、家庭部門
における排出量削減が重要な課題の 1つである。
○このような状況のもと、燃料電池等の水素エネルギー利用は、地球温暖化対策
等のキーテクノロジーとして注目を集めており、実用化に向けた技術開発等が
急速に進められているところ。
○なお、本技術開発は、第 3期科学技術基本計画戦略重点科学技術のほか、国土
交通省技術基本計画、イノベーション 25等に沿うものである。

燃料電池等の水素利用の要素技術は開発が
進んでいるが、地域スケールでの活用方法
については検討されていない。

地域内や建物内における水素配管敷設等建設技術
に関する開発
■都市域内及び建築物内敷設用水素配管の開発
　（低コスト配管材料の対水素特性の評価を含む）
■水素配管のための検知･防爆･耐震安全対策技術の開発
■水素の貯蔵及び運搬に係る設備建設技術の開発　等

水素エネルギーシステムに係る化石燃料依存度の
評価手法の開発
■地域エネルギーシステム評価プログラムの開発
■各種機能を有す都市域を対象としたエネルギーバランス･経
済性の解析
■上記のために必要な正確な原単位等を得るための実証実験
（業務用建築物、集合住宅共用部分）　等

水素エネルギーシステムに係る化石燃料依存度
の評価手法の開発
■地域エネルギーシステム評価プログラムの開発
■各種機能を有す都市域を対象としたエネルギーバラン
ス・経済性の解析

■上記のために必要な正確な原単位等を得るための実証実
験（業務用建築物、集合住宅共用部分）　等

■地域内や建物内に水素供給を行うための要素技術が実用化されてい
ない。
■水素利用を実用化・導入するに当たり、どのような形で行うことが
CO2 排出量を削減し、かつ、一定の経済的合理性を有するかがわか
らない。

技術開発の背景と課題

技術開発　1

技術開発　2

■水素配管等関係施設に係る設計指針及び規制方法の策定
■化石燃料に依存しない都市・建築エネルギーシステムに係
る指針の策定

技術開発の効果

技術開発　3

CO2 排出量の50％削減を実現

■CO2排出量の比較

開発後

現行方式

1
2
約

担当●国土技術政策総合研究所
　　　建築研究部環境・設備基準室　西澤主任研究官　029 − 864 − 4360
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［平成20年度終了］

再生を可能とする技術開発を行った。

を検証するための手法の確立が求められていた。

であり、そのための技術的な裏打ちが必要となっていた。

するための研究開発体制を構築する必要があった。

省連携プロジェクト」の課題として採択されていた。（「ナノ

化の検討を早急に進める必要があった。

等）を開発した。
にするための技術基準体系（目標性能に応じた性能検証法
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